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１．統一的な基準による地方公会計について  

 地方公共団体の予算・決算に係る会計制度は、現金収支の単式簿記による現金主義会計

が採用されており、民間企業会計に比べ、資産・負債の増減、引当金や減価償却の概念が

ないため、全体としての財政状況がわかりにくいという問題点を抱えています。 

 単式簿記・現金主義会計では、様々な点で会計に関する情報が不足しているという課題

を解決するため、地方公共団体に民間企業が採用している複式簿記・発生主義会計の考え

方を取り入れるための方針が示されました。 

 平成 26年には総務省から固定資産台帳の整備と複式簿記を前提とした財務書類の作成

に関する統一的な基準が、平成 27年には「統一的な基準による地方会計マニュアル」が

示され、平成 29年度（平成 28年度決算分）までに全ての地方公共団体がこの基準により

財務書類を作成するよう要請されたことにより、統一的な基準による財務書類 4表を作成

しています。 

 

２．財務書類４表について 

① 貸借対照表（BS／バランスシート） 

基準日時点における地方公共団体の財政状態を明らかにすることを目的として作成し

ます。住民サービスを提供するための資産の保有状態と、それに対する負債（将来世

代の負担）と純資産（これまでの世代の負担）を示しています。 

② 行政コスト計算書（PL） 

会計期間中の地方公共団体の費用・収益の取引高を明らかにすることを目的として作

成します。民間の損益計算書にあたるもので、１年間の行政活動のうち、資産の形成

に結びつかない行政サービスに係る経費と、その行政サービスの対価として得られた

財源を対比させた一覧表です。 

③ 純資産変動計算書（NW） 

会計期間中の地方公共団体の純資産の内部構成がどのように変動したか明らかにする

ことを目的として作成します。貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値がど

のように変動したかを表しています。 

④ 資金収支計算書（CF／キャッシュフロー計算書） 

地方公共団体の資金収支の状態、資金利用状況及び資金獲得能力を明らかにすること

を目的として作成します。業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支に区分してど

のような資金の動きがあったのかを表しています。 

 

３．作成基準日 

 令和 6年度末日（令和 7年 3月 31日）を作成基準日としています。なお、出納整理期

間（令和 7年 4月 1日～令和 7年 5月 31日）における収入支出については、基準日まで

に終了したものとして扱っています。 
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【一般会計等貸借対照表】 【様式第１号】

（単位：円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 4,237,751,216 固定負債 2,025,270,753

有形固定資産 4,222,751,216 地方債 2,025,270,753
事業用資産 4,222,751,216 長期未払金 -

土地 - 退職手当引当金 -
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 7,116,315,630 その他 -
建物減価償却累計額 △ 2,969,408,176 流動負債 394,154,858
工作物 159,142,330 1年内償還予定地方債 393,922,100
工作物減価償却累計額 △ 83,298,568 未払金 -
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 232,758
航空機 - 預り金 -
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 2,419,425,611
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 0 固定資産等形成分 4,254,554,246

インフラ資産 - 余剰分（不足分） △ 2,436,228,641
土地 -
建物 -
建物減価償却累計額 -
工作物 -
工作物減価償却累計額 -
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 -

物品 -
物品減価償却累計額 -

無形固定資産 -
ソフトウェア -
その他 -

投資その他の資産 15,000,000
投資及び出資金 -

有価証券 -
出資金 -
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 74,400
長期貸付金 -
基金 15,000,000

減債基金 -
その他 15,000,000

その他 -
徴収不能引当金 △ 74,400

流動資産 0
現金預金 0
未収金 -
短期貸付金 -
基金 -

財政調整基金 -
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - 1,818,325,605

4,237,751,216 4,237,751,216

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表
（令和７年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額
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【一般会計等行政コスト計算書】 【様式第２号】

（単位：円）

経常費用 912,045,828
業務費用 908,900,478

人件費 50,009,171
職員給与費 43,139,816
賞与等引当金繰入額 232,758
退職手当引当金繰入額 -
その他 6,636,597

物件費等 853,349,774
物件費 471,677,024
維持補修費 -
減価償却費 381,672,750
その他 -

その他の業務費用 5,541,533
支払利息 5,166,432
徴収不能引当金繰入額 74,400
その他 300,701

移転費用 3,145,350
補助金等 2,695,350
社会保障給付 450,000
他会計への繰出金 -
その他 -

経常収益 285,582,702
使用料及び手数料 161,650,760
その他 123,931,942

純経常行政コスト △ 626,463,126
臨時損失 16,803,030

災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 16,803,030

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 -

純行政コスト △ 643,266,156

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書
自　令和６年４月１日　

至　令和７年３月３１日

科目 金額
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【一般会計等純資産変動計算書】 【様式第３号】

（単位：円）

前年度末純資産残高 1,823,793,016 4,636,226,996 △ 2,812,433,980

純行政コスト（△） △ 643,266,156 △ 643,266,156

財源 637,798,745 637,798,745

税収等 637,798,745 637,798,745

国県等補助金 - -

本年度差額 △ 5,467,411 △ 5,467,411

固定資産等の変動（内部変動） △ 381,672,750 381,672,750

有形固定資産等の増加 - -

有形固定資産等の減少 △ 381,672,750 381,672,750

貸付金・基金等の増加 - -

貸付金・基金等の減少 - -

資産評価差額 - -

無償所管換等 - -

その他 - - -

本年度純資産変動額 △ 5,467,411 △ 381,672,750 376,205,339

本年度末純資産残高 1,818,325,605 4,254,554,246 △ 2,436,228,641

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

純資産変動計算書
自　令和６年４月１日　

至　令和７年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）
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【一般会計等資金収支計算書】 【様式第４号】

（単位：円）

【業務活動収支】
業務支出 530,244,277

業務費用支出 527,098,927
人件費支出 49,954,770
物件費等支出 471,677,024
支払利息支出 5,166,432
その他の支出 300,701

移転費用支出 3,145,350
補助金等支出 2,695,350
社会保障給付支出 450,000
他会計への繰出支出 -
その他の支出 -

業務収入 923,381,447
税収等収入 637,798,745
国県等補助金収入 -
使用料及び手数料収入 161,650,760
その他の収入 123,931,942

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 393,137,170
【投資活動収支】

投資活動支出 -
公共施設等整備費支出 -
基金積立金支出 -
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 -
国県等補助金収入 -
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 -
【財務活動収支】

財務活動支出 393,137,170
地方債償還支出 393,137,170
その他の支出 -

財務活動収入 -
地方債発行収入 -
その他の収入 -

財務活動収支 △ 393,137,170
0
0
0

前年度末歳計外現金残高 -
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 -
本年度末現金預金残高 0

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

資金収支計算書
自　令和６年４月１日　
至　令和７年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額
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注記 

 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

  原則として取得原価により計上しております。物品においては、取得価額が 50 万円 

以上の場合に計上しております。 

(令和 6 年度において、物品計上されるものはありません。) 

 

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法 

  該当ありません。 

 

（３）有形固定資産等の減価償却の方法 

  ①有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法により算定しております。 

  ②無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法 ➡ 該当ありません。 

  ③所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内の

リース取引及びリース契約 1 件あたりのリース料総額が 300 万円以下の     

ファイナンス・リース取引を除きます。）・・・自己所有の固定資産に適用する減価  

償却方法と同一の方法により算定する。 ➡ 該当ありません。 

 

（４）引当金の計上基準及び算定方法 

  ①徴収不能引当金 

   長期延滞債権、未収金、貸付金当の徴収不能及び回収不能に備えるため、徴収不能 

見込額又は回収不能見込額を計上するもの。手数料の不納欠損分を計上しています。 

②賞与等引当金 

   会計年度任用職員の翌年度 6 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに 

係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する 

部分を計上しています（派遣職員においては各組織市町で計上）。 

  ③退職手当引当金 

   会計年度任用職員に対する退職手当の支給に備えるため、財務書類作成基準日に 

おいて在職する職員が自己都合により退職するとした場合の退職手当要支給額を 

計上するもの。 ➡ 該当ありません。 

 

（５）リース取引の処理方法 

  ①ファイナンス・リース取引 

   ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1 年以内のリース取引  

及びリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

➡ 該当ありません。 
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   イ ア以外のファイナンス・リース取引 

     通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

  ②オペレーティング・リース取引 

   通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

➡ 該当ありません。 

 

（６）資金収支計算書における資金の範囲 

  地方自治法第 235 条の 4 に規定する歳入歳出に属する現金を範囲としています。 

  （出納整理期間における取引により発生する資金の受け払いを含んでいます。） 

 

（７）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

  ①消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によるものとしています。 

  ②物品及びソフトウェアの計上基準 

   物品については、取得価格又は見積価格が 50 万円以上の場合に資産として計上して

います。 ➡ 該当ありません。 

 

（８）財務書類の各構成市町への按分方法 

  湖周行政事務組合を構成する市町への按分方法については、令和 6 年度決算における

市町からの負担金をもって按分率を算出し、財務書類を作成しています。なお、按分率に

ついては四捨五入して処理をしています。 

 

  【按分率算出内容】 

負担金合計額 637,798,745 円 

  岡谷市  246,270,548 円 按分率 0.3861258 ➡ 38.61258％ 

  諏訪市  270,240,006 円 按分率 0.4237073 ➡ 42.37073％ 

  下諏訪町 121,288,191 円 按分率 0.1901669 ➡ 19.01669％ 

   

２ 重要な会計方針の変更等 

  該当する重要な会計方針の変更等はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

  該当する重要な後発事象はありません。 

 

４ 偶発債務 

  該当する偶発債務はありません。 
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５ 追加情報 

  財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項は次のとおりです。 

 

（１）会計対象範囲（対象となる会計） 

  一般会計 

 

（２）出納整理期間 

  地方自治法第 235 条の 5 の規定により出納整理期間が設けられており、当会計年度に

係る出納整理期間（令和 7 年 4 月 1 日～令和 7 年 5 月 31 日）における現金の受払い等を

終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

 

（３）財務書類の表示単位等 

  本報告書における財務書類の記載金額は円単位を利用しております。また、按分を  

実施した組織市町の財務書類の記載金額について発生する端数につきましては、   

四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

（４）地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況 

  該当ありません。 

 

（５）利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 

  該当ありません。 

 

（６）繰越事業に係る将来の支出予定額 

  該当ありません。 

 

 

〇「貸借対照表に係る事項」 

（７）売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲 

  売却可能資産の範囲は、普通財産のうち活用が図られていない公共資産としています。 

  令和 6 年度末における売却可能資産の対象となるものはありません。 

 

（８）基金借入金（繰越運用）の内容 

  該当ありません。 

 

（９）地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政

需要額に含まれることが見込まれる金額 

  対象となるものはありません。 
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（１０）将来負担に関する情報（地方公共団体財政健全化における将来負担比率の    

算定要素） 

   対象となる情報はありません。 

 

（１１）自治法第 234 条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース   

債務金額 

該当ありません。 

 

（１２）純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

   貸借対照表の純資産における固定資産形成分とは、資産形成のために充当した  

資源の蓄積をいい、固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金を加えた 

金額を計上しています。また、余剰分（不足分）とは、費消可能な資源の蓄積     

（原則として金銭）をいい、流動資産（短期貸付金及び基金を除く）から負債を    

控除した額を計上しています。 

 

〇「資金収支計算書に係る注記情報」 

（１３）基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

     

業務活動収支               393,137,170 円 

    投資活動収支                   0 円 

    基礎的財政収支              393,137,170 円 

 

（１４）既存の決算情報との関連性 

   資産・負債（ストック情報）や現金支出を伴わないコストを発生主義で認識して  

います。 

 

（１５）資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

   

    資金収支計算書の業務活動収支       393,137,170 円 

    投資活動収入の国県等補助金収入           - 円 

減価償却費              △ 381,672,750 円 

未収債権の増減額                      - 円 

徴収不能引当金の増減額            △74,400 円 

    退職手当引当金の増減額                - 円 

    損失補償等引当金の増減額               - 円 

    賞与引当金の増減額               △ 54,401 円 

    固定資産除売却損益                 - 円 

 臨時損失                 △16,803,030 円 

    純資産変動計算書の本年度差額       △5,467,411 円 

 

（１６）一時借入金の状況 

   資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれておりません。 

   令和 6 年度については、該当ありません。 

 

（１７）重要な非資金取引 

   該当ありません。 
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財務書類詳細資料 

 

１ 基本的事項について 

（１） 注記の（８）においても説明しているとおり、全体財務書類作成後の各市町の按分につ

いては、令和 6 年度各市町負担金決算額をもって按分率を算定しております。按分の際

に端数が発生した場合は四捨五入して表示しているため、各項目において合計金額が一

致しない場合があります。 

 令和 6年度負担金決算額 按分率 按分率 

岡谷市 246,270,548 円 0.3861258 38.61258％ 

諏訪市 270,240,006 円 0.4237073 42.37073％ 

下諏訪町 121,288,191 円 0.1901669 19.01669％ 

合計 637,798,745 円 1 100％ 

※按分方法は昨年度同様、負担金決算額に基づき算出しております。 

 

２ 貸借対照表について 

（１）有形固定資産について 

   有形固定資産金額は、資産合計 4,237,751,216 円に対し、資産合計の 99.6％の

4,222,751,216 円を占めております。有形固定資産の主は、諏訪湖周クリーンセンターの 

建物や機械設備等です。主な増減要因は下記のとおりです。 

 

 令和 6年度期首の有形固定資産について  

 内訳 建物           7,116,315,630 円 

建物減価償却額    △2,598,155,628 円 

工作物            159,142,330 円 

    工作物減価償却額     △72,878,366 円 

    建設仮勘定         16,803,030 円 

    合計                4,621,226,996 円 

 

  【増減について】 

   ○建物 期末 7,116,315,630 円（増減なし） 

   ○建物減価償却額 期末 △2,969,408,176 円（371,252,548 円の減） 

    要因：諏訪湖周クリーンセンターにかかる資産（建物）の減価償却分。 

   ○工作物 期末 159,142,330 円（増減なし） 

   ○工作物減価償却額 期末 △83,298,568 円（10,420,202 円の減） 

    要因：諏訪湖周クリーンセンターにかかる資産（工作物）の減価償却分。 

   ○建設仮勘定 期末 0 円（16,803,030 円の減） 

 要因：板沢地区への建設断念により、建物仮勘定から臨時損失（その他）へ振替 

 

（別 紙） 
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（２）投資その他の資産について 

   投資その他の資産については、毎年度 3,000,000 円の基金の積立を行っておりましたが、

目標額の 15,000,000 円の積立が終了したため以降の積立は行わず、期中の基金の繰入も行

われなかったため、基金は令和 4年度期首の 15,000,000 円となっております。また、長期

延滞債権は増減共にありませんでしたが、令和 5 年度期首の 74,400 円については、令和 6

年度中に時効を迎えたことにより不能欠損処理を行ったため、徴収不能引当金として△

74,400 円を計上し、合計 15,000,000 円となっております。 

 

（３）流動資産について 

   流動資産については、令和 6年度に未収金が発生していないため計上しておりません。 

 

（４）負債について 

   負債の主な部分としては地方債であり、この地方債は全て諏訪湖周クリーンセンター 

整備事業に伴う一般廃棄物処理事業債です。 

地方債については、元金のみの記載とし、全体額は 4,720,500,000 円となっており、   

令和 5年度までの累計償還額が 2,301,307,147 円となっております。また、令和 7年度中の  

償還予定額が 393,922,100 円であることから、令和 6 年度末における流動負債である 1 年

内償還予定地方債は、393,922,100 円となり、固定負債である地方債は全体額から     

平成 29 年度から令和 6年度までの累計償還額 2,301,307,147 円と 1 年内償還予定地方債の

393,922,100 円を除いた 2,025,270,753 円となっております。 

 

３ 行政コスト計算書について 

 

【経常費用の内容と内訳】 

性 質 別 コ ス ト の 内 容 行政コスト総額 (参考)令和 5年度 

業
務
費
用 

人件費 職員給与費、その他（議員報酬等）等 50,009,171 円 50,009,782 円 

物件費等 
物件費（消耗品、委託料）等 

維持補修費、減価償却費 
853,349,774 円 851,523,862 円 

その他の業務費用 支払利息、その他(建物損害保険料)等 5,541,533 円 6,243,955 円 

移転費用 
補助金等（負担金等） 

社会保障給付（扶助費）等 
3,145,350 円 3,665,050 円 

計  912,045,828 円 911,442,649 円 

 
【経常収益の内容と内訳】 

性 質 別 収 入 の 内 容 行政コスト総額 (参考)令和 5年度 

使用料及び手数料 一般廃棄物処理手数料 161,650,760 円 162,915,170 円 

その他 諸収入（売電収入など） 123,931,942 円 176,965,992 円 

計  285,582,702 円 339,881,162 円 
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行政コスト計算書は 1 年間の行政活動のうち資産形成に結びつかない行政サービスに係る

経費と、その行政サービスの直接の対価として得られた財源を対比させた財務書類で、民間企

業の損益計算書にあたるものです。 

  令和 6 年度と令和 5 年度を比較すると、灰量の減により灰処理委託料が減額となったもの

の、物価高騰等により運営費委託料が増額となったことから物件費がやや増加し、経常費用が

増額となっております。また、経常収益については令和 6年度の売電単価が下落した影響によ

り、全体として昨年度より約 5,400 万円の減額となっております。 

 

【主な物件費（委託料）の比較】 

 令和 6年度分 令和 5年度分 差額 

運営委託料 363,145,853 円 359,617,804 円 3,528,049 円 

灰処理委託料 95,463,968 円 97,662,802 円 △2,198,834 円 

 

４ 純資産変動計算書 

  税収等については、各市町からの負担金合計額が 637,798,745 円、純行政コストについて

は、行政コスト計算書の純行政コストの数値と同額である△643,266,156 円となっております。 

固定資産等の変動の中の有形固定資産等の減少に関しては、諏訪湖周クリーンセンターの 

減価償却分による 381,672,750 円です。 

 

５ 資金収支計算書 

 資金収支計算書は、歳計現金（資金）の出入りの情報を性質の異なる３つの区分（活動）に 

分けて表示した財務書類です。 

 

（１）業務活動収支では、業務支出として人件費や物件費等として「業務費用」527,098,927 円、

補助金等や社会保障給付等として「移転費用」3,145,350 円が計上され、合計 530,244,277 円

となりました。 

一方、業務収入は各市町からの負担金である「税収等収入」637,798,745 円、諏訪湖周クリ

ーンセンターへの直接持込による一般廃棄物処理手数料として「使用料及び手数料収入」

161,650,760 円、諏訪湖周クリーンセンターの売電収入等として「その他の収入」123,931,942

円が計上されており、合計 923,381,447 円となりました。 

収支差額の 393,137,170 円が収支余剰となっております。 

 

（２）財務活動収支では、貸借対照表の「負債」の管理に関する収支が表示されます。そのため

支出には地方債（借金）の元金返済額 393,137,170 円が計上されております。 

    一方、収入では新たな地方債の発行による収入がなかったため、財務活動収支額は   

△393,137,170 円の赤字となっております。 

  

 （１）（２）を総括すると、収入支出ともに 393,137,170 円であり、本年度資金収支額は 0円

となっております。 
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附属明細書 【様式第5号】

1.賃借対照表の内容に関する明細

（1）資産項目の明細

（単位：円）

　②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：円）

381,672,750 4,222,751,216

- -

合計 7,292,260,990 0 0 7,275,457,960 3,052,706,744

- -

 物品 - - - - -

- -

　　建設仮勘定 - - - - -

- -

　　その他 - - - - -

- -

　　工作物 - - - - -

- -

　　建物 - - - - -

- -

　　土地 - - - - -

0 0

 インフラ資産 - - - - -

- -

　　建設仮勘定 16,803,030 0 16,803,030 0 0

- -

　　その他 - - - - -

- -

　　航空機 - - - - -

- -

　　浮標等 - - - - -

10,420,202 75,843,762

　　船舶 - - - - -

371,252,548 4,146,907,454

　　工作物 159,142,330 0 0 159,142,330 83,298,568

- -

　　建物 7,116,315,630 0 0 7,116,315,630 2,969,408,176

- -

　　立木竹 - - - - -

381,672,750 4,222,751,216

　  土地 - - - - -

本年度償却額
（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)

 事業用資産 7,292,260,990 0 0 7,275,457,960 3,052,706,744

区分 前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)

合計

 事業用資産 - - - 4,222,751,216 - - - 4,222,751,216

区分
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防・警察 総務

-

　　立木竹 - - - - - - - -

　　土地 - - - - - - -

4,146,907,454

　　工作物 - - - 75,843,762 - - - 75,843,762

　　建物 - - - 4,146,907,454 - - -

-

　　浮標等 - - - - - - - -

　　船舶 - - - - - - -

-

　　その他 - - - - - - - -

　　航空機 - - - - - - -

-

 インフラ資産 - - - - - - - -

　　建設仮勘定 - - - - - - -

-

　　建物 - - - - - - - -

　　土地 - - - - - - -

-

　　その他 - - - - - - - -

　　工作物 - - - - - - -

-

　　建設仮勘定 - - - - - - -

　①有形固定資産の明細

4,222,751,216合計 - - - 4,222,751,216 - - -

-

 物品 - - - - - - -
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（単位：円）

銘柄名
株数・口数など

（A）
時価単価
（B）

貸借対照表計上額
（A）×（B)
（C)

取得単価
（D)

取得原価
（A）×（D)
（E)

評価差額
（C）－（E)
（F)

（参考）財産に関する
調書記載額

0 0 0

0 0 0

0 0 0

合計 0 0 0 0 0 0 0

（単位：円）

相手先名
出資金額

（貸借対照表計上額）
（A)

資産
（B)

負債
（C)

純資産額
（B）－（C)
（D)

資本金
（E)

出資割合（％）
（A）/（E)
（F)

実質価額
（D)×（F)
（G)

投資損失引当金
計上額
（H)

（参考）財産に関する
調書記載額

0

0

0

合計 0 0 0 0 0 - 0 0 0

（単位：円）

相手先名 出資金額
（A)

資産
（B)

負債
（C)

純資産額
（B）－（C)
（D)

資本金
（E)

出資割合（％）
（A）/（E)
（F)

実質価額
（D)×（F)
（G)

強制評価減
（H)

貸借対照表計上額
（Ａ）－（Ｈ）

（Ｉ）

（参考）財産に関する
調書記載額

0 0

0 0

0 0

合計 0 0 0 0 0 - 0 0 0 0

　③投資及び出資金の明細

　　市場価格のあるもの

　　市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）に対するもの

　　市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）以外に対するもの
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　④基金の明細 （単位：円）

ごみ処理施設周辺整備事業基金 15,000,000 0 0 15,000,000

0

0

合計 15,000,000 0 0 15,000,000 0

　⑤貸付金の明細 （単位：円）

貸借対照表計上額
徴収不能引当金

計上額
徴収不能引当金

計上額

合計 0 0 0 0

　⑥長期延滞債権の明細 （単位：円） （単位：円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額

小計 0 0 0 0

一般廃棄物処理手数料 74,400 △ 74,400

小計 74,400 △ 74,400 0 0

合計 74,400 △ 74,400 0 0

(参考)財産に関する
調書記載額

相手先名または種別
長期貸付金 短期貸付金

（参考）
貸付金計

種類 現金預金 有価証券 その他
合計

(貸借対照表計上額)

0

0

土地

その他の未収金

【貸付金】

0

相手先名または種別

第三セクター等

貸借対照表計上額

【貸付金】

第三セクター等

地方公営事業

一部事務組合・広域連合

地方独立行政法人

地方三公社

その他の貸付金

小計

【未収金】

税等未収金

その他の貸付金

第三セクター等

その他の貸付金

【未収金】

税等未収金

合計

　⑦未収金の明細

小計

その他の未収金
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（単位：円）

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

　　一般公共事業 2,419,192,853 393,922,100 2,419,192,853 0 0 0 0 0 0 0

　　公営住宅建設

　　災害復旧

　　教育・福祉施設

　　一般単独事業

　　その他

　　臨時財政対策債

　　減税補てん債

　　退職手当債

　　その他

合計 2,419,192,853 393,922,100 2,419,192,853 0 0 0 0 0 0 0

（単位：円）

2,419,192,853 2,419,192,853 0 0 0 0 0 0 0.19%

（単位：円）

2,419,192,853 393,922,100 394,709,543 395,499,505 396,292,003 838,769,702 0 0 0 0

（単位：円）

該当なし

その他の
金融機関

４年超
５年以内

市場公募債 その他

【通常分】

【特別分】

地方債残高 1.5％以下
1.5％超
2.0％以下

2.0％超
2.5％以下

2.5％超
3.0％以下

3.0％超
3.5％以下

種類 地方債残高 政府資金
地方公共団体
金融機構

市中銀行

地方債残高 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

－

（２）負債項目の明細

　①地方債（借入先別）の明細

　②地方債（利率別）の明細

　③地方債（返済期間別）の明細

　④特定の契約条項が付された地方債の概要

５年超
10年以内

10年超
15年以内

15年超
20年以内

20年超

特定の契約条項が
付された地方債残高

契約条項の概要

3.5％超
4.0％以下

4.0％超
（参考）

加重平均利率
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　⑤引当金の明細 （単位：円）

（単位：円）

２．行政コスト計算書の内容に関する明細

（１）補助金等の明細

公益社団法人　全国都市清掃会議負担金

長野県廃棄物処理技術研究協議会負担金

長野県廃棄物処理技術研究協議会
南信ブロックごみ処理部会負担金

相手先

長野県廃棄物処理技術研究協議会

長野県廃棄物処理技術研究協議会
南信ブロックごみ処理部会

その他の補助金等

104,000

12,300

178,357

伊賀市環境保全負担金

計

岡谷市会計出納業務　一部事務組合負担金 岡谷市 627,000

区分 金額 支出目的

5,500

他団体への公共施設等整備補助金等

(所有外資産分）

2,695,350

435,800

716,000 灰処理委託

環境再生保全機構

伊賀市

本年度増加額

0

本年度減少額

合計 2,695,350

794,750

0

178,357

307,158

232,758

前年度末残高

合計

区分

0徴収不能引当金

徴収不能引当金

退職手当引当金

損失補償等引当金

投資損失引当金

賞与等引当金

固定資産

流動負債

固定負債

流動資産

74,400

岡谷市内部情報システム負担金

環境負荷量賦課金

名称

計

岡谷市

全国都市清掃会議

本年度末残高

0

74,400

0

0

目的使用

0

0

232,758

307,158

178,357

178,357

その他
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（単位：円）

会計 区分 財源の内容 金額

637,798,745

637,798,745

計 0

計 0

0

637,798,745

国県等補助金 地方債 税収等 その他

643,266,156 0 0 643,266,156 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

643,266,156 0 0 643,266,156 0

（単位：円）

経常的
補助金

小計

合計

３．純資産変動計算書の内容に関する明細

一般会計

税収等

分担金及び負担金

小計

資本的
補助金

（１）財源の明細

（１）資金の明細

４．資金収支計算書の内容に関する明細

種類

貸付金・基金等の増加

その他

合計

（２）財源情報の明細 （単位：円）

金額
内訳

区分

純行政コスト

有形固定資産等の増加

国県等補助金

0合計

本年度末残高

現金

要求払預金

短期投資
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